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基準３１（六次産業化法第５条第８項に基づく同意基準） 
 

 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に

関する法律（平成２２年法律第６７号。以下「六次産業化法」という。）第５条第８項の規定に

基づき、農林水産大臣から総合化事業計画の認定に係る協議があった場合は、同計画に記載の農

林水産物等の販売施設が、次の全ての要件に該当するものに同意するものとする。 

  

（１）六次産業化法第５条第３項の規定に基づき総合化事業計画に記載される総合化事業の用に

供する施設のうち、六次産業化法施行令第２条の規定に基づき農林水産大臣及び国土交通大

臣が平成２３年２月２８日付け農林水産省・国土交通省告示第１号第２条で定めた農林水産

物等の販売施設であること。 

（２）当該販売施設を建築しようとする敷地（以下「敷地」という。）が国道、県道又は市道の２

車線以上の道路（幅員６．５ｍ以上でセンターラインが引かれた道路）に接すること。 

（３）敷地が（２）の道路に接する辺長を外周長で除した値が１／８以上となる土地であること。 

（４）敷地面積は２，０００㎡以下であり、かつ、予定建築物等の適正な規模及び配置を考慮し

た規模であること。 

   ただし、農林水産物等の販売施設との複合施設として農林漁業の用に供する施設、飲食店

を建築する場合に限り、敷地面積については、いずれかの施設を建築するごとに１，０００

㎡以下の面積を加えることができる。 

（５）当該販売施設の立地に伴い、新たな公共施設整備が伴わないこと。 

（６）当該販売施設の立地について、姫路農業振興地域整備計画及び都市計画に支障を及ぼすお

それがないものであること。 

 

 

 

 

ア 六次産業化法施行令第２条に基づく農林水産物等の販売施設について 

その敷地である土地の区域の周辺における農林漁業の振興に寄与するとともに、当該区

域の周辺における適正かつ合理的な土地利用及び環境の保全を図る上で支障を生ずるお

それがないものとして農林水産大臣及び国土交通大臣が定めるものとする。 

 

イ 農林水産大臣及び国土交通大臣が平成２３年２月２８日付け農林水産省・国土交通省告

示第１号第２条で定めた農林水産物等の販売施設について 

次の各号に該当するものとする。 

第１号 農林漁業者等が農林水産物等及びその加工品を主として一般消費者に販売する事

業であって、次のいずれにも該当するものの用に供するために六次産業化法第５条第１

項の認定を受けようとする農林漁業者等（当該農林漁業者等が団体である場合にあって

は、その構成員等を含む。）が整備するものであること。 

イ 農林水産物等及びその加工品の年間売上高又は年間販売数量（以下この号及び次号

において「年間売上高等」という）のうちに農林水産物等の加工品の年間売上高等の

占める割合が、20％以下であること。 

ロ 農林水産物等及びその加工品の年間売上高等のうちに農林漁業者等が自らの生産に

係る農林水産物等をその不可欠な原料として用いて生産する加工品以外の農林水産

物等の加工品の年間売上高等の占める割合が、5％以下であること。 

第２号 農林水産物等の年間売上高等のうちに当該施設の用に供する土地を含む市街化調

整区域（当該土地が所在する市の区域及び当該市に隣接する市町の区域に限る。）におけ
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る生産に係る農林水産物等の年間売上高等の占める割合が、70％以上であること。 

第３号 売場面積（同一敷地内において２以上の建築物の建築又は用途の変更を行う場合に

あたっては、その売場面積の合計。次号において同じ。）が、200㎡以下であること。 

第４号 床面積（同一敷地内において２以上の建築物の建築又は用途の変更を行う場合にあ

っては、その床面積の合計）から売場面積を除いた面積が、当該売場面積の 50％以下で

あること。 

 

ウ 農林漁業の用に供する施設、飲食店その他の農林水産物等の販売施設以外の施設は、対

象施設ではないため、その整備として行われる開発行為又は建築行為等については、それ

ぞれ立地基準（法第３４条各号又は令第３６条第１項第３号に掲げる基準）に係る審査を

個別に受ける必要がある。 

 

エ 農林漁業の用に供する施設は、法第３４条第４号に該当する施設であり、飲食店は、法

第３４条第９号に該当するドライブインとしての飲食店であること。 


